
新座市特定建設工事共同企業体取扱要綱 

（平成１９年４月２日市長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新座市が発注する建設工事に係る特定建設工事共同企業体

（以下「共同企業体」という。）の取扱いに関し、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この要綱における共同企業体とは、大規模かつ技術的難易度の高い工事

の安定的な施工を確保するために工事ごとに結成される共同企業体をいう。 

（対象工事） 

第３条 共同企業体により行う建設工事は、建設工事の規模及び内容等を勘案し

て共同企業体による施工が適切であると認められる工事とする。 

（結成方法） 

第４条 共同企業体の結成は、入札参加者が自主的に結成する自主結成方式とす

る。 

（構成員の数） 

第５条 共同企業体の構成員の数は、２又は３とする。 

（出資比率） 

第６条 共同企業体の構成員のうち、出資比率の最小限度基準は、技術者を適正

に配置して共同施工を確保し得るよう次のとおりとする。 

⑴ ２者の場合 ３０パーセント以上 

⑵ ３者の場合 ２０パーセント以上 

（共同企業体の運営形態） 

第７条 共同企業体の運営形態は、原則として各構成員が出資割合、派遣職員等

を明確にし、一体となって工事を施工する共同施工方式とする。 

（代表者） 

第８条 共同企業体の代表者は、次に掲げる要件を満たす者とする。 

⑴ 構成員のうち、より大きな施工能力を有する者とし、その出資比率は、構

成員中最大であること。 

⑵ 代表者の資格要件を別途定める場合には、その要件を満たすこと。 

２ 共同企業体の代表者は、代理人を定め、当該発注工事に係る次の権限を委任

することができる。 

⑴ 入札及び見積りに関すること。 



⑵ 契約の締結に関すること。 

⑶ 契約の履行に関すること。 

⑷ 代金の請求及び受領に関すること。 

⑸ 復代理人の選任に関すること。 

⑹ 前各号に付帯する一切のこと。 

（入札及び契約の方法） 

第９条 共同企業体に建設工事を発注する場合は、新座市ダイレクト型制限付き

一般競争入札実施要領（平成１９年３月３０日市長決裁。以下「実施要領」と

いう。）に定めるダイレクト型制限付き一般競争入札により行うものとする。

ただし、既に施工中の対象工事に関連し、かつ、当該対象工事を施工中の共同

企業体に新たに発注する必要があると認められる工事であって、随意契約によ

って発注することが適切な工事（以下「関連工事」という。）については、随

意契約の方法により行うことができるものとする。 

（入札参加資格要件） 

第１０条 共同企業体への発注に係る入札参加資格要件は、構成員及び共同企業

体それぞれについて設ける。 

２ 共同企業体の構成員は、実施要領第５条の入札参加資格を有していなければ

ならない。 

３ 共同企業体の構成員は、当該発注工事の他の共同企業体の構成員となること

ができない。 

（入札公告） 

第１１条 共同企業体への発注に係るダイレクト型制限付き一般競争入札の入札

公告には、新座市契約規則（昭和５０年新座市規則第１５号）第１５条に掲げ

るもののほか、次に掲げる事項を掲載するものとする。 

⑴ 共同企業体による工事である旨 

⑵ 共同企業体の構成員の数、組合せ、出資比率、代表者及び構成員の技術的

要件等 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、必要な事項 

（資料の提出、届出及び入札） 

第１２条 電子入札の場合における共同企業体による実施要領に定める資料の提

出、届出及び入札は、次のとおり行う。 

⑴ 実施要領第１３条第１項の規定による競争参加資格確認申請書の提出は、

共同企業体の代表者が行う。この場合において、共同企業体の代表者は、競

争入札参加資格確認申請書に共同企業体の名称を記入しなければならない。 



⑵ 実施要領第１３条第３項の規定による紙入札方式参加申請書の提出は、共

同企業体の構成員全員が記名の上、共同企業体の代表者が行う。 

⑶ 実施要領第１４条第１項の規定による電子入札システムによる入札書等の

提出は、共同企業体の代表者が行う。この場合において、共同企業体の代表

者は、電子入札システムにより共同企業体構成員一覧表を併せて提出しなけ

ればならない。 

⑷ 実施要領第１４条第３項の規定による書面による入札書等の提出は、共同

企業体の構成員全員が記名押印の上、共同企業体の代表者が行う。 

⑸ 実施要領第１９条第２項本文の規定による電子入札システムによる入札辞

退届の提出は、共同企業体の代表者が行う。 

⑹ 実施要領第１９条第２項ただし書の規定による書面による入札辞退届の提

出は、共同企業体の構成員全員が記名押印の上、共同企業体の代表者が行う。 

⑺ 実施要領第１９条第４項の規定による入札書提出後の入札辞退届の提出は、

共同企業体の構成員全員が記名押印の上、共同企業体の代表者が行う。 

２ 郵便入札の場合における共同企業体による実施要領に定める資料の提出、届

出及び入札は、共同企業体の構成員全員が記名押印の上、共同企業体の代表者

が行う。 

（入札参加資格審査） 

第１３条 落札候補者となった共同企業体による入札参加資格審査の申請に当 

たっては、共同企業体は、入札参加資格審査申請書等のほか、特定建設工事共

同企業体協定書及び委任状（共同企業体の代表者が代理人を置く場合に限

る。）を提出しなければならない。 

２ 共同企業体による入札参加資格審査申請書等の提出は、共同企業体の構成員

全員が入札参加資格審査申請書に記名の上、共同企業体の代表者が行う。 

（契約） 

第１４条 契約書は、２通作成する。 

２ 契約書には、特定建設工事共同企業体協定書を添付し、共同企業体の構成員

全員が記名押印をするものとする。 

（有効期間） 

第１５条 共同企業体の有効期間は、入札の結果に基づき、市が契約を締結した

共同企業体（以下「契約共同企業体」という。）を除き、当該契約が締結され

たときをもって終了するものとする。 

２ 契約共同企業体の有効期間は、当該工事（当該工事内容の変更に伴う工事及

び関連工事を含む。以下同じ。）の完成後６か月を経過した日までとする。た



だし、当該有効期間満了後であっても、当該工事につきかし担保責任がある場

合には、各構成員は、連帯してその責を負わなければならない。 

（編成表の提出） 

第１６条 契約共同企業体は、請負契約締結後、速やかに共同企業体の運営委員

会の委員名及び工事事務所の組織、人員配置等を記載した共同企業体編成表を

提出するものとする。建設工事共同企業体編成表の記載内容に変更を生じた場

合も、同様とする。 

（共同施工の確保） 

第１７条 発注機関の長は、契約共同企業体から提出された協定書及び編成表等

に基づき、構成員による共同施工が行われているかどうか、適宜調査を行う。 

２ 前項の場合において、共同施工が行われていないと認められるときは、直ち

に是正するよう指示する。 

３ 契約企業体が前項の指示に従わないときは、市長は、新座市の契約に係る入

札参加停止等の措置要領（平成２１年４月９日市長決裁）に基づく入札参加停

止措置等必要な手続を行う。 

（その他） 

第１８条 共同企業体に対する行為は、すべて当該共同企業体の代表者を相手方

とする。 

（委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、共同企業体の取扱いに関し必要な事項

は、別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 新座市特定建設工事共同企業体取扱要綱（平成１６年１０月２５日市長決

裁）は、廃止する。 

附 則（平成２１年４月９日市長決裁） 

この要綱は、平成２１年４月１０日から施行する。 

附 則（平成２１年６月１日市長決裁） 

この要綱は、平成２１年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２２年９月３日市長決裁） 

この要綱は、平成２２年９月３日から施行する。 

附 則（令和３年３月１８日市長決裁） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


